
「結核に関する特定感染症予防指針」の論点 (案 )
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前文

昭和二十六年の結核予防法の制定以来およそ半世紀が
経過 し、この間の結核を取り巻く状況は、医学・医療
の進歩、公衆衛生水準の向上等により著 しく変化し
た。現在、我が国の結核 り患状況は、かつての青少年
層の結核単独かつ初感染発病を中心としたり患から一
変しt基礎疾患を有する既感染の高齢者のり患が中心
となつている。また、高齢者のみならず、一部の大都
市等の特定の地域において、高発病、遅発見、治療中
断、伝播高危険等の要素を同時に有 している住民層の
存在についても疫学的に明らかになっている:一方
で、結核医療に関する知見の蓄積により、結核の診
断・治療の技術は格段に向上した。

○ :国 の施策 (結核

研究所事業を含む)

◇ :結核研究所の

単独事業

◆ :その他の関係機関

による事業

☆国際的には多剤耐性結核、
HIV/AIDS合併結核が大きな課題と
なっているが、我が国の現状に照ら
して、何らかの言及が必要か。
☆結核の診断・治療の技術につい
て、特定感染症予防指針策定以降開
発された新 しい技術 (具体例 :リ ン
パ球の菌特異蛋白刺激によるイン
ターフェロンγ放出試験、耐性遺伝
子診断法、遺伝子タイピング等)を
反映することが必要か 6

このような結核を取り巻 く状況の変化に対応するに
は、予防の適正化と治療の強化、きめ細かな個男1的対
応、人権の尊重、地域格差への対応を基本とした効率
的な結核対策の実施が重要である。また、結核対策に
おいて結核予防法が果たしてきた役割の大きさと、い
まだに結核が主要な感染症である現実とを踏まえ、感
染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律等の一部を改正する法律 (平成十八年法律第百六号)

の施行に伴う結核予防法の廃止後においても、感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
(平成十年法律第百十四号。以下「法」という。)に基
づき、結核の発生の予防及びそのまん延の防止、結核
患者に対する良質かつ適正な医療の提供、結核に関す
る研究の推進、医薬品の研究開発、人材養成、啓発や
知識の普及とともに、国と地方公共団体、地方公共団
体相互の連携と役割分担を明確にし、結核対策を総合
的に推進することにより、結核対策の二層の充実を図
る必要がある6

☆特定感染症予防指針策定以降の患
者数の減少を受けt低まん延化に向
けた、施策の一層の重点化を検討す
ることが必要か。 (例 えば、健康診
断を効率化し、リスクグループヘ焦
点を当てた徹底的な対策による低ま
ん延化の促進、結核の根絶をめざす
等。)

☆適正技術の維持や医療提供体制の
再構築等の罹患率減少によって生ず
る新たな課題に対応することが必要
か。
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本指針は、このような認識の下に、総合的に予防のた
めの施策を推進する必要がある結核について、国、地
方公共団体、医療関係者、民間団体等が連携 して取り
組んでいくべき課題について、発生の予防及びまん延
の防止、良質かつ適切な医療の提供、正 しい知識の普
及等の観点から新たな取組の方向性を示すことを目的
とする。           Ⅲ

本指針については、結核の発生動向、結核の治療等に
関する科学的知見、本指針の進ちょく状況の評価等を
勘案して、少なくとも五年ごとに再検討を加え、必要
があると認めるときは、これを変更 していくものであ
る。

第■|1原因の究明
基本的考 え方

|』:1

国並びに都道府県、保健所を設置する市及び特別区
(以下「都道府県等」という。)に おいては、結核に関
する情報の収集及び分析並びに公表を進めるととも
に、海外の結核発生情報の収集については、関係機関
との連携の下に進めていくことが重要である。

○感染症発生動向調査
事業 【補助金】 (結核
を含む)

結核発 の の

結核の発 |ま 、 ,去 によ や入退院報告、医療
費公費負担申請等を基にした発生動向調査により把握
されている。結核の発生動向情報は、まん延状況の監
視情報のほか、発見方法、発見の遅れ、診断の質、治
療の内容や成功率、入院期間等の結核対策評価に関す
る重要な情報を含むものであるため、都道府県等は、
地方結核 口感染症サーベイランス委員会の定期的な開
催や、発生動向調査のデT夕 処理に従事する職員の研
修等を通 じて、確実な情報の把握及び処理その他精度
の向上に努める必要がある。

○結核地域格差改善等
事業 【結核研究所国庫
補助事業】
(～ H20)

○結核登録者情報提供
等事業 【結核研究所国
庫補助事業】
(H21～ )

☆都道府県等において、地方結核・

感染症サーベイランス委員会の定期
的な開催や、発生動向調査のデータ
処理に従事する職員の研修等t確実
な情報の把握及び処理その他制度の
向上が図られているか。
☆発生動向調査については、入力率
が低い項目がある等の課題を踏まえ
て、質の向上、効率的活用のため、
入力項目の見直 しが必要か。
☆耐性結核対策の強化、リスクグ
ループの洗い出し等を目的として、
病原体サーベイランス (薬剤耐性及
び分子疫学的調査)の体制構築につ
いて検討することが必要か。
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の予防及びまん延の防止

え

予防対策においては、感染症の予防の総合
な推進を図るための基本的な指針 (平成十一年厚生省
告示第百十五号。以下「基本指針」という。)第一の
下に定める事前対応型行政の体制の下、国及び地方公
共団体が具体的な結核対策を企画、立案、実施及び評
価 していくことが重要である。

の特定の地域 において、高発病、遅

見、治療中断、伝播高危険等の社会的リスクを同時に
有 している結核発症率の高い住民層に対 しても有効な
施策が及ぶような体制を構築する必要がある。そのた
め、我が国の現在の結核のまん延状況にかんがみ、発
生の予防及びまん延の防止のための対策の重点は、発
症のリスク等に応 じた効率的な健康診断、初発患者の
周辺の接触者健診、有症状時の早期受療の勧奨等きめ
細かな個別的対応に置 くことが重要である。

助金】 (接触者健診、
管理健診)

こ基づく定期の

1 かつて、我が国において結核が高度にまん延 して

いた時代においては、定期の健康診断を幅広く実施す
ることは、結核患者の発見の効率的な方法であつた
が、り患率の低下等結核を取 り巻く状況の変化を受け
て、現在、定期の健康診断によつて患者が発見される
割合は極端に低下 しておりξ公衆衛生上の結核対策に
おける定期の健康診断の政策的有効性は低下 してきて
いる。

☆指針策定後、感染症法及び労働安
全衛生法に基づく健康診断は、効率
化を目的とした見直しが行われてい
るが、それを前提とした書きぶりに
することが必要か:
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2 -方 、高齢者t地域の実情に即 した疫学的な解析
により結核発病の危険が高いとされる住民層、発病す
ると手次感染を起こしやすい職業に就労 している者等
の定期の健康診断の実施が政策上有効かつ合理的であ
ると認められる者については、重点的な健康診断の実
施が重要であるとの認識の下、健康診断の受診率の向
上を目指すこととする。

065歳 以上の者に対す
る定期健康診断 【政
令】

☆高齢者、地域の実情に即 した疫学
的な解析により結核発病の危険が高
いとされる住民層 (ハ イリスクグ
ルTプ )、 発病すると二次感染を起
こしやすい職業に就労している者
(デ ンジャTグループ)等の定期健

康診断の実施状況は適切であるか。
☆さらなる健診の効率化の観点か
ら、健診対象とする高齢者の範国
(年齢の定義)を見直すことを検討

することが必要か6

3 学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断
が義務付けられている施設のみならず、学習塾等の集
団感染を防止する要請の高い事業所の従事者に対して
も、有症状時の早期受療の勧奨及び必要に応じた定期
の健康診断の実施等の施設内感染対策を講ずるよう地
方公共団体が周知等を行うこととする。また、精神科
病院を始めとする病院、老人保健施設等 (以 下「病院
等」という。)の 医学的管理下にある施設に収容され
ている者に対しても、施設の管理者は必要に応 じた健
診断を実施することが適当である。

〇各種学校等で実施
る定期健康診断 【政

☆定期健康診断の対象で
染を防止する要請の高い事業所の従
事者 (デ ンジヤーグループ)につい
て、最近の集団発生事例を踏まえ、
効果を評価 し、範囲を見直すことが
必要か。

に応 じ、定期の健康診断の対象者について定めること
が重要である。市町村が定期の健康診断の対象者を定
める際には、患者発見率〇・〇二から○・○四パーセ
ントをその基準として参酌することを勧奨する。

4 基本指針に則 して都道府県が策定する予防計画の
中に、市町村の意見を踏まえ、り患率等の地域の実情

○市町村が特に必要と
認める者に対する健康
診断 【政令】

☆市町村が定期の健康診断の対

を定める際の参酌基準 (患者発見率
〇・〇二から〇・〇四パーセント)

について、近年の知見を踏まえ見直
しが必要か。

5 市町村は、医療を受けていないじん肺患者等に
しては、結核発症の リスクに関する普及啓発 ととも
に、健康診断の受診の勧奨に努めるべきである。

☆低蔓延状態に向けて、「有症状
の早期受診」がより重要となること
から「症状の出現、1増悪に際して早
期受診」を加えることが必要か。
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6 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その実
情に即して当該地域において結核の発症率が高い住民
層 (例 えば、住所不定者、職場での健康管理が十分と
はいえない労働者、海外の高まん延地域からの入国者
等が想定される。)に対する定期の健康診断その他の
結核対策を総合的に講ずる必要がある。

市町村が特に必要
認める者に対する健康
診断 【政令】

☆施策の重点化のため、 リスク
ループに焦点を当てた対策の一層の
強化を目的として、リスクグル■プ
のうち、住所不定者 i社会経済的弱
者、新入国者などについて、対象と
すべき具体的な集団の範囲 (定 義 )

を整理 して必要とされる対策を示す
ことが必要か。

い地域 においては、
保健所等の窓口に我が国の結核対策を外国語で説明し
たバンフレツトを備えておく等の取組を行うことが重
要である。また(地域における外国人の結核の発生動
向に照らし、市町村が特に必要と認める場合には、外
国人に対する定期の健康診断の体制に特別の配慮が必
要である。その際、人権の保護には十分に配慮すべき
である。

○在 日外国人医療相談
事業 【結核研究所国庫
補助事業】

☆外国人への対策について、全国的
に行うことが必要か。また、治療ヘ

の理解を促す積極的な対策として、
都道府県が実際に行つている事業を
踏まえ、パンフレットを備えておく
以外に有効な対策を示すことが必要
か。 (例 えば、都道府県単位で通訳
サニビス等の環境を整えること
等。)

☆外国籍ではあるものの国内居住歴
の長い者をハイリスクととらえるこ
とは必要かど高まん延国の滞在歴を
リスクと捉える考え方から、「外国
人」 (国籍)ではなく、「高まん延
国の出身者」または「居住歴がある
者」とすることが考えられるか。

8 健康診断の手法 として、寝たきりや胸郭の変形等
の事情によつて胸部エックス線検査による診断が困難
な場合、過去の結核病巣の存在により現時点での結核
の活動性評価が困難な場合等においては、積極的に喀

痰
かくたん

検査 (特 に塗抹陽性の有無の精査)を 活用する
ことが望ましい。

☆健康診断において 、胸部 エックス

線検査による診断が困難な場合等、
喀痰検査を積極的に行うことは必要
か。 (有症状の有無等、間診によ
り、必要な時に喀痰検査を実施する
ことでよいか。)
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に基づ く結核に係 る健康診断

1 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断
は、結核のまん延を防止するため必要があると認める
ときに、結核にかかつていると疑うに足りる正当な理
由のある者について結核感染又は発病の有無を調べる
ために行われる健康診断である。これまで結核患者の
診断を行つた医師等の協力を得つつ、一般的に保健所
等における業務として実施されてきたもので、結核対
策において重要な位置を占めるものである。

○接触者健診の

告、受診措置 【法第17

条】

区の長 (以下「都道府県知事等」という。)が法第十七
条の規定に基づく結核に係る健康診断を行う場合に
あつては、健康診断を実施することとなる保健所等の
機関において、関係者の理解と協力を得つつ、関係機

認あ実騎套還壇危塁ゑ毛ふ暑士Zぶ壁壁[登Y『香鷲
際、特に集団感染につながる可能性のある初発患者の
発生に際 しては、法第十七条の規定に基づく結核に係
る健康診断の勧告に従わない場合に都道府県知事等が
直接に対象者の身体に実力を加えて行政目的を実現す
るいわゆる即時強制によって担保されていることに留
意 しつつ、綿密で積極的な対応が必要である。また、

雪季名褥貸肇嵩貧馨凛種尋嵩5磐蓬象糧墓雰十甲極漢
診断の対象者を適切に選定する必要がある。

助金】 (接触者健診、
管理健診)

○結核集団感染事例報
告の徹底等について
【通知】

☆■般の住民及び医療従事者に対す
る注意喚起を目的として、集団感染
が判明した場合には、厚労省への報
告とともに、個人情報の取り扱いに
十分な配慮をしながら速やかに公表
することを記載することが必要か:

ゆる即時強制によって担保されていることに留意 しつ

つ、健康診断の対象者を適切に選定し、必要かつ合理
的な範囲について積極的かつ的確に実施することが望
ましい。また、健康診断の勧告等については、結核の
まん延を防止するため必要があると認めるときに、結
核の感染経路そ―の他の事情を十分に考慮 した上で、結
核に感染していると疑うに足りる正当な理由のある者
を確実に対象とすべきである。

3 結核思者の発生に際 しては、都道府県知事等は、
法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断がいわ

○厚生労働科学研究の
成果として「結核の接
触者健康診断の手引き
とその解説」公表

○接触者健診の取扱に
ついて 【通知】

☆接触者健診を一層強化するため
に、どのような施策が有用である
か。 (例 えば、各地域における接触
者健診の評価の実施など)
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四

1 予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受
性対策からなる感染症予防対策の中で、主として感受
性対策を受け持つ重要なものである。そのため、結核
対策においても、BCG接種に関する正しい知識の普及
を進め、接種の意義について国民の理解を得るととも
に、予防接種法 (昭和二十三年法律第六十八号)に よる
定期のBCG接種の機会が乳児期に一度のみであること
にかんがみ、市町村においては、適切に実施すること
が重要である。

OBCG接 種 【予防接
種法第2、 3条、同施行
令第1条の2】

☆今後の結核対策におけるBCG接種の

位置づけを、どのように考えるか。

☆BCG未 接種者について、未接種の理

由を把握することが必要ではない
かもまたその理由を踏まえ、未接種
者対策についてどのようなことを行
うことが必要か。

2 市町村は、定期のBCG接種を行 うに当たつては、
地域の医師会や近隣の市町村等と十分な連携の下、乳
児健康診断との同時実施、個別接種の推進、近隣の市
町村の住民への接種の場所の提供その他対象者が接種
を円滑に受けられるような環境の確保を地域の実情に
即して行い、もってBCGの接種率の目標値を生後六月
時点で九十パーセント、一歳時点で九十五パーセント
とする。

☆コッホ現象への こつ いて、

療機関における対応の妥当性を確認
し、適切な対応方法を示すことが必
要か。

を接種 して数日後、被3 BCGを 接種 して数日後、被接種者が結核に感染 し
ている場合には、ァ過性の局所反応であるコッホ現象
を来すことがある。コッホ現象が出現した際には、被
接種者が市町村にその旨を報告するように市町村等が
周知するとともに、市町村から保健所に必要な情報提
供をすることが望ましい。また、医療機関の受診を勧
奨する等当該被接種者が必要な検査等を受けられるよ
うにすることが適当である。

4 国においては、予防接種に用いるBCGに ついて、
円滑な供給が確保されるよう努めることが重要であ
る。
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の

― 基本的考 え

1 結核患者に対 して、早期に適正な医療を提供 し、
疾患を治癒させること及び周囲への結核のまん延を防

することを結核に係る医療提供に関する施策の基本

)結核医明
【補助金】

☆低まん延化に向けた施策の重点化

に伴い、発症 リスクのある対象への
対策強化を行うという考え方から、
「潜在性結核感染症の治療の推進」
を基本的考え方で言及することが必
要か。

あるため、基礎疾患を有する結核患者が増加 してお
り、結核単独の治療に加えて合併症に対する治療も含
めた複合的な治療を必要とする場合も多く、求められ
る治療形態が多様化、複雑化している:そのため、:我
が国の現在の結核のまん延状況にかんがみ、医療にお
いても対策の重点は発症のリスク等に応 じた結核患者
に対する適正な医療の提供、治療完遂に向けた患者支
援等きめ細かな個別的対応に置くことが重要である。

2 現在我が国における結核の り患の中心は高齢者で 亥患者収容モデル

事業 【補助金】 保し、患者を中心とした効率的な医
療提供を行つていくために:結核医
療提供体制の再構築を行うことが必
要か。         ―

☆低まん延化に向け、医療の

他、多剤耐性結核患者や管理が複
雑な結核治療を担う拠点病院を定
め、地域 レベルにおいて、合併症
治療を主に担う地域基幹病院を定
め、国レベルで都道府県で対応困
難な症例を担う専門施設を定め
る。
●都道府県単位で、拠点病院を中
′いとして、各地域の実状に応じた
地域医療連携ネットワーク体制を
整備する。また、地域連携ネット
ワークに対 して専門施設が支援を
提供できる体制 (専門施設ネット
ワーク)を整備する。
●個別の患者の病態に応 じた治療
環境を整えるべく、また医療アク
セスの改善を図るためにも、結核
病床とその他の病床を併せた二
ニッ ト化病床、感染症病床の利用
を含めた一般病棟の中の陰圧病床
の整備を進めるも

<第 16回 結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれまでの議論の
概要」より>
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3 結核の治療に当たつては、適正な医療が提供され
ない場合、疾患の治癒が阻害されるのみならず、治療
が困難な多剤耐性結核の発生に至る可能性がある。こ
のため、適正な医療が提供されることは、公衆衛生上
も極めて重要であり、結核に係る適正な医療について
医療機関今の周知を行う必要がある。    |

○結核医療の基準 【告
示】
◆日本結核病学会によ
る「結核医療の基準」

4 医療現場においては、結核に係る医療は特殊なも
のではな く、まん延の防止を担保 しなが ら一般の医療
の延長線上で行われるべきであるとの認識の下、良質
かつ適正な医療の提供が行われるべきである。このた
め、結核病床を有する第二種感染症指定医療機関にお
いては:結核患者に対 して、特に隔離の必要な期間
は、結核のまん延の防止のための措置を採つた上で、
患者の負 う心理的重圧にも配慮 しつつ、療養のために
必要な対応に努めるとともに、隔離の不要な結核患者
に対 しては、結核以外の患者 と同様の療養環境におい
て医療を提供する必要がある:また、患者に薬物療法
を含めた治療の必要性について十分に説明 し、理解及
び同意を得て治療を行 うこ とが重要である。  _

0人院翻告・借直 【法
19条】
○入院に関する基準
【通知】

○退院 【法22条】:

○退院に関する基準
【通知】

☆病棟単位から病床単位の結核病床
に移行 していく中、院内感染予防
や、患者中心の医療の観点から、中
長期にわたる入院の療養環境により
配慮した方策を講じることが必要
か 。

☆入退院基準の妥当性について、検
討を継続 していくことが必要か。
☆入院勧告に従わない患者への対応
方策を検討することが必要か。

●結核病床 (ユ ニッ ト化病床含
む)、 モデル病床について、院内
感染予防t療養環境を考慮 した施
設基準を定める。
<第 16回 結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれ志での議論の
概要」より>

5 医療機関においては、結核の合併率が高い疾患を
有する患者等 (後天性免疫不全症候群、じん肺及び糖
尿病の患者、人工透析を受けている患者、免疫抑制剤
使用下の患者等)の 管理に際 し、必要に応 じて結核発
症の有無を調べ、積極的な発病予防治療の実施に努め
るとともに、入院患者に対 し、結核に関する院内感染
防止対策を講ずるよう努めなければならない。

6 国民は、結核に関する正 しい知識を持ち、その予
防に必要な注意を払うとともに、特に有症状時には、
適正な治療を受ける機会を逃すことがないように早期
に医療機関を受診し、結核と診断された場合には治療
を完遂するよう努めなければならないιまた、結核の

患者について、偏見や差別をもって患者の人権を損な
わないようにしなければならない。

○毎年実施す る結核予

防週間 【通知】
◆結核予防会が実施す
る結核予防全国大会等

☆結核に対する一般国民の意識が低
下していることから、働き盛りや無
保険者、自覚症状を意識 しない者
(他の呼吸器合併症を持つ者、認知

症、喫煙者)等、対象に焦点を当て
た受診の遅れに対する方策を検討す
ることが必要か。
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の治 上での服薬確認の位置付け

1 世界保健機関は、:結核の早期制圧を目指 して、直
接服薬確認を基本 とした包括的な治療戦略 (DOTS戦略 )

を提唱しており、現在までに世界各地でこの戦略の有
効性が証明されている。我が国においても、これまで
成果をあげてきた結核に係る医療の供給基盤等を有効
に活用しつつ、服薬確認を軸とした患者支援、治療成
績の評価等を含む包括的な結核対策を構築し、人権を
尊重しながら、これを推進することとする。

☆抗結核薬 の確保 の必要性 につ い

て、明記しておくことが必要か。

国及び地方公共団体 においては、

した患者支援を全国的に普及・推進 していくに当たつ
て、先進的な地域における取組も参考にしつつ、保健
所、医療機関、福祉部局、薬局等の関係機関との連携
及び保健師、看護師、薬剤師等の複数職種の連携によ
り、積極的な活動が実施されるよう、適切に評価及び
技術的助言を行うこととする。

○結核患者 に対す る
DOTSの 推進について
(平成17年適用)

一「日本版21世紀型
TS戦略推進体系図」

○結核対策特別促進事
業 【補助金】

☆DOTSの 質 を向上 させ、

者支援を行っていくための、医療機
関、保健所、社会福祉施設等を結ぶ
地域連携体制のさらなる強化をどの
ように促進していくか。

●DOTSカ ンファレンスやコホー トンファレンスやコ

検討会の充実、地域連携パスの導
入などを推進する。
<第 16回 結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれまでの議論の
概要」より>

においては、地域の医療機関、薬局等との

連携の下に服薬確認を軸とした患者支援を実施するた
め、積極的に調整を行うとともに、地域の状況を勘案
し、特に外来での直接服薬確認が必要な場合には、保
健所自らも直接服薬確認を軸とした患者支援の拠点と
して直接服薬確認の場を提供することも検討すべきで
ある。

●都市圏の住所不定者や日雇い

働者が多い地域では外来医療施設
において、外来治療とDOTSを含め
た患者支援を,体的に行う医療提
供も検討する。
<第 16回 結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれまでの議論の
概要」より>

治療の完遂であることを理解 し、患者 に対 し服薬確認

についての説明を行い、患者の十分な同意を得た上
で、入院中はもとより、退院後も治療が確実に継続さ
れるよう、医療機関等と保健所等が連携して、人権を
尊重しながら、服薬確認を軸とした患者支援を実施で
きる体制を構築することが重要である。

○結核対策キ
業 【補助金】

実な実施が重要であるが、実施率と
質の向上を一層図つていくことが必
要か。

☆治療完遂のための愚者教育の視点
か ら医療機関における院内DOTSの着

● 「地域 DOTS」 が有効 に成 り立つ
ためにも、入院 中の 「院内DOTS」

の患者教育をきちんと行う必要が
あることを再認識 し、これを徹底
していく。
<第 16回 結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれまでの議論の
概要」より>
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三 その他結核に係る医療の提供のための

1 結核患者に係る医療は、
感染症指定医療機関及び結核指定医療機関のみで提供
されるものではなく、一般の医療機関においても提供
されることがあることに留意する必要がある。すなわ
ち、結核患者が、最初に診察を受ける医療機関は、多
くの場合一般の医療機関であるため、一般の医療機関
においても、国及び都道府県等から公表された結核に
関する情報について積極的に把握 し、同時に医療機関
内において結核のまん延の防止のために必要な措置を
講ずることが重要である。

☆結核の診断の遅れに対 して、何 ら
かの方策を明示することが必要か。

2 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関にお
いては、重篤な他疾患合併患者等については一般病床
において結核治療が行われることもあり、また、結

核病床と一般病床を一つの看護単位として治療に当た
る場合もあることから、国の定める施設基準 二診療機
能の基準等に基づき、適切な医療提供体制を維持及び
構築することとする。

○結核思者収容モデル

事業【補助金】
○感染症指定医療機関
の施設基準に関する手
引き 【通知】

(一の4の項を参照)

3 医療機関及び民間の検査機関においては、外部機
関によって行われる系統的な結核菌検査の精度管理体
制を構築すること等により、結核患者の診断のための
結核菌検査の精度を適正に保つ必要がある。

☆結核菌検査の精度管理について、
外部機関による精度管理体制の構築
をどのように行うか具体的に示すこ
とが必要か。

一般の医療機関におけ4 -般 の医療機関における結核思者への適正な医療
の提供が確保されるよう、都道府県等においては、医
療関係団体と緊密な連携を図る^こ とが重要である。

☆地域 医療運携ネ ッ トワークの
について、都道府県等が具体的にど
のように進めていくかを示すことが
必要か。

等により行動制限のある高齢者等の治療につ
いて、患者の日常生活にかんがみ、接触範囲等が非常
に限られる場合において、医療機関は、入院治療以外
の医療の提供についても適宜検討すべきである。
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な知見に基づいて推進さ
べきであることから、結核に関する調査及び研究は、
結核対策の基本となるべきものである。このため(国
としても、必要な調査及び研究の方向性の提示、海外
の研究機関等も含めた関係機関との連携の確保、調査
及び研究に携わる人材の育成等の駆組を通じて、調査
及び研究を積極的に推進することとする。

府開発援助結核研究所
補助金 【補助金】

☆開発された革新的技
耐性遺伝子診断法、遺伝子タイピン
グ等)に ついて、臨床現場に適用す
るために必要な調査や制度の整備を
推進 していくことが必要か。

に有効 なワクチ ン、抗菌薬等の

核に係る医薬品は、結核の予防や結核患者に対する適
正な医療の提供に不可欠なものであり、これらの研究
開発は、国と民間が相互に連携を図って進めていくこ
とが重要である。このため、国においては、結核に係
る医療のために必要な医薬品に関する研究開発を推進
していくとともに、民間においてもこのような医薬品
の研究開発が適切に推進されるよう必要な支援を行う
こととする。

☆低まん延化に向けて、罹患 リス
グルァプや感染が起こるリスクのあ
る場の特定のための感染経路の把
握tま た海外からの結核の輸入の国
内感染に与える影響を検証するため
に、分子疫学的調査・研究の強化を
していくことが必要か。

二 国における研究開発の

な検査技術等を必要
とする研究、結核菌等を迅速かつ簡便に検出する検査
法の開発のための研究、多剤耐性結核の治療法等の開
発のための研究等の結核対策に直接結びつく応用研究
を推進 し、海外及び民間との積極的な連携や地方公共
団体における調査及び研究の支援を進めることが重要
である。

○厚生科学研究費、結
核研究所補助金 【補助

2 国 に おいては、

究開発が困難な医薬品等について、必要な支援に努め
ることとする。特に、現状では治療が困難な多剤耐性
結核患者の治療法等新たな抗結核薬の開発等について
も、引き続き調査研究に取り組んでいくこととする。
なお、これらの研究開発に当たつては、抗結核薬等の
副作用の減少等、安全性の向上にも配慮することとす
る。           1

の面で民間では研 ○厚生科学研究費、
核研究所補助金 【補助
金】

☆開発された医薬品を早期に臨床現
場で使用可能とすることを目的とし
た、積極的な関連情報収集などを
行 つてい くことが必要かし
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の推進に当た つて

は、保健所と都道府県等の関係部局が連携を図りつ
つ、計画的に取り組むことが重要である。また、保健

においては、地域における結核対策の中核的機関と
の位置付けから、結核対策に必要な疫学的な調査及び
研究を進めt地域の結核対策の質の向上に努めるとと
もに、地域における総合的な結核の情報の発信拠点と
しての役割を果たしていくことが重要である。

四 民間における研究開発の

医薬品の研究開発は、結核の発生の予防及びそのまん
延の防止に資するものであるとの観点から、製薬企業
等においても、その能力に応じて推進されることが望
ましい。

五■国際的な運

一 基本的考 え方

においては、 に関 して、海外の政府機
関、研究機関、世界保健機関等の国際機関等との情報
交換や国際的取組への協力を進めるとともに、結核に
関する研究や人材養成においても国際的な協力を行う
こととする。

保 への協力

1 ア フ リカや ア ジア地域 にお いては、後天性免疫 不
全症候群の流行の影響や結核対策の失敗からくる多剤
耐性結核の増加等により、現在もなお結核対策が政策
上重要な位置を占めている国及び地域が多い。世界保
健機関等と協力し、これらの国の結核対策を推進する
ことは、国際保健水準の向上に貢献するのみならず、
在日外国人の結核のり患率の低下にも寄与することか
ら、我が国の結核対策の延長上の問題としてとらえら
れるものである。したがつて、国は世界保健機関等と
連携しながら、国際的な取組を積極的に行つていくこ
ととする。

世界基金 を通 した

献
◆結核予防会、STOP TB
パー トナーシップ等を
通 した支援
○◆ス トップ結核アク
ションプラン
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2 国|ま政府開発援助による二国間協力事業により、
途上国の結核対策のための人材の養成や研究の推進を
図るとともに、これらの国との研究協力関係の構築や
情報の共有に努めることとする。

CAに よる二国間
力
○結核研究所補助、政
府開発援助結核研究所
補助金 :【補助金】

の七害1以上が医療機関の受診で
る一方で、結核に関する知見を十分に有する医師が少
なくなつている現状を踏まえ、結核の早期の確実な診

蔀僧冨賃挙霞言暑機信蓄黎詈稽展ま鶏義撃槙準暑曇日
を含む研究成果の医療現場への普及等の役割を担うこ
とができる人材の養成を行うこととする。また、大学
医学部を始めとする、医師等の医療関係職種の養成課
程等においても、結核に関する教育等を通 じて、医師
等の医療関係職種の間での結核に関する知識の浸透に
努めることが求められる。

るなど人材確保のためのより有効
な方策を検討する。 (専 門家の養
成、資格制度の構築など)

●医療現場において、必要な時に
技術的な支援が行きとどく体制づ
くり (既存ネットワ∵クの活性化
を含む専門施設ネットワニクの構
築、地域医療連携ネットワークの
構築)を行う。 (第三の一の 2も
参照 )

<第 16回 結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれまでの議論の
概要」より>   ′

二 国における人材の

1 国は、結核に関する最新の臨床知識及び技能の修
得並びに新たな結核対策における医療機関の役割につ
いて認識を深めることを目的として、感染症指定医療
機関の医師はもとより、一般の医療機関の医師、薬剤
師、診療放射線技師、保健師、助産師、看護師(准看
護師、臨床検査技師等に対する研修に関しても必要な
支援を行つていくこととする。

○結核対策指導者養成

研修 【結核研究所国庫
補助事業】 |
○結核予防技術者地区
別講習会 【補助金】
(特男1促進事業)

◇その他、結核研究所
が行う研修事業
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2 回は、結核行政の第一線に立つ職員の資質を向上
させ、結核対策を効果的に進めていくため、保健所及
び地方衛生研究所等の職員に対する研修の支援に関し
て:検討を加えつつ適切に行つていくこととする。

研修 【結核研究所国庫
補助事業】
○結核予防技術者地区
別講習会 【補助金】
(特別促進事業)

◇その他、結核研究所
が行う研修事業

等 に

都道府県等は、都道府県等は、結核に関する研修会に保健所及び地方
衛生研究所等の職員を積極的に派遣するとともに、都
道府県等が結核に関する講習会等を開催すること等に
より保健所及び地方衛生研究所等の職員に対する研修
の充実を図ることが重要である。さらに、これらによ
り得られた結核に関する知見を保健所等において活用
することが重要である。また、感染症指定医療機関に
おいては、その勤務する医師の能力の向上のための研
修等を実施するとともに、医師会等の医療関係団体に
おいては、会員等に対 して結核に関する情報提供及び
研修を行うことが重要である。  

｀

七 ■普及啓発及び人権の

1 国及び地方公共団体においては、結核に関する適
切な情報の公表、正 しい知識の普及等を行 うことが重
要である。また、結核のまん延の防止のための措置を
講ずるに当たつては、人権の尊重に留意することとす
る。

別講習会 【補助金】
(特別促進事業 )

◆結核予防会等による
普及啓発事業

☆国や地方 自治体の関与 による地域
連携推進のための普及啓発をどのよ
うに行つていくことが必要か。

2 保1建 所においては、
的機関として、結核に

″
における結核対策の中

的機関として、結核についての情報提供、相談等を行
う必要がある。
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3 医師その他の医療関係者においては、患者等への
十分な説明と同意に基づいた医療を提供することが重
要である。      ‐

4 国民においては、結核について正 しい
ち、自らが感染予防に努めるとともに、結核患者が差
別や17~見 を受けることがないよう配慮することが重要
である6

1 病院等の医療機関においては、適切な医学的管理
下にあるものの、その性質上、患者及び従事者には結
核感染の機会が潜んでおり、かつ実際の感染事例も少
なくないという現状にかんがみ、院内感染対策委員会
等を中心に院内感染の防止並びに発生時の感染源及び
感染経路調査等に取り組むことが重要である。また、
実際に行つている対策及び発生時の対応に関する情報
について、都道府県等や他の施設に提供することによ
り、その共有化を図ることが望ましい。

2 学校、社会福祉施設、学習塾等において
生し、及びまん延しないよう、都道府県等にあって
は、施設内感染の予防に関する最新の医学的知見等を
踏まえた1青報をこれらの施設の管理者に適切に提供す
ることが重要である。

3 都道府県等は、結核の発生の予防及びそのまん延
の防止を目的に、施設内 (院 内)感染に関する情報や研
究の成果を、医師会等の関係団体等の協力を得つつ、
病院等、学校、社会福祉施設、学習塾等の関係者に普
及していくことが重要である。また、これらの施設の
管理者にあつては、提供された情報に基づき、必要な
措置を講ずるとともに、普段からの施設内 (院 内)の患
者、生徒、収容されている者及び職員の健康管理等に
より、患者が早期に発見されるように努めることが重
要である:外来患者やデイケア等を利用する通所者に
対しても、十分な配慮がなされることが望ましい。
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二 小児

反映 して、小児結核において

も著 しい改善が認め られているが、小児結核対策を取
り巻 く状況の変化に伴い、個別的対応が必要であると
の観点か ら、接触者健診の迅速な実施、化学予防の徹
底、結核診断能力の向上、小児結核発生動向調査等の
充実を図ることが重要である。

☆小児重症患者発生時の医療提供体
制の確保について、記述することが
必要か。

強 化

屎健所は、結核対策において、市町村からの求めに応
じた技術支援、法第十七条の規定に基づく結核に係る
健康診断の実施、感染症の診査に関する協議会の運営
等による適正な医療の普及、訪問等による患者の治療
支援、地域への結核に関する情報の発信及び技術支
援・指導、届出に基づく発生動向の把握及び分析等
様々な役割を果たしている。都道府県等は、保健所に
よる公的関与の優先度を考慮 して業務の重点化や効率
化を行うとともに、保健所が公衆衛生対策上の重要な
拠点であることにかんがみ、結核対策の技術的拠点と
しての位置付けを明確にすべきである。

☆結核対策における技
維持のためには、国や民間の研究機
関の技術的支援のもと、対策実施組
織の集約化を図つていくことが必要
か。

に推進することにより、我が国が、
世界保健機関のいう中まん延国「結核改善足踏み国を
脱し、近い将来、結核を公衆衛生上の課題から解消す
ることを目標とする6具体的には、国においては、二
千十年 (平成二十二年)ま でに、喀痰塗抹陽性肺結核患
者に対する直接服薬確認治療率を九十五パァセン ト以
上、治療失敗・脱落率を五パーセント以下、人口十万
人対り患率を十八以下とすることを目指すこととす
る。

☆今後、効果的な結核対策の計画 、

実施、評価を行うために、具体的な
目標としてどのようなものが考えら
れるか。      °

況の評価及

―に定める目標を達成するためには、本指針に掲げた
取組の進ちょく状況について、定期的に把握 し、専門
家等の意見を聴きながら評価を行うとともに、必要に
応 じて、取組の見直 しを行 うことが重要である。



参考資料2

厚生労働科学研究費補助金、厚生労働省新型インフルエンザ等新興再興感染症研究事

業罹患構造の変化に対応した結核対策の構築に関する研究

分担研究、結核対策評価に関する研究

全国自治体に対するアンケー ト調査その 2、 中間報告

分担研究者 :結核研究所 :吉山 崇

研究協力者 :結核研究所 :加藤誠也

`          下内 昭        ′

目的

分担研究結核対策評価に関する研究は、結核対策のアウトカムである罹患率の推移に

影響を与える結核対策の各要素についてt WHOが行なっている国の結核対策評価に倣
い、自治体の結核対策の外部評価の方法を確立することを目標としている。今回、評

価の指標を検討するため、国の定めた結核対策の指針である予防指針の項目に沿い、

現状を把握するためのアンケー ト調査を行なった。     、

方法  ‐

各自治体宛に、電子メールで調査を依頼した。

対象となる自治体は、保健所を管轄している自治体、つまり、都道府県、政令指定都

市、中核市、保健所政令市、東京都 23区である。

集めた情報は次のとおりである

1.予防指針「第二医療の提供、一、基本的考え方」について

1.1.予防指針「第二医療の提供、二、基本的考え方」について概論

結核患者の入院の要否については、イギリスなど患者の多くを外来治療で行なって

いる国もあり、今後検討の余地はあると思われる。ただし、現在の喀痰塗抹陽性患者

を入院させる体制のもとにおいてはt喀痰塗抹陽性患者に対して入院させる医療機関
の存否を検討する必要があり、現在の結核病床を有する病院数、病床数を質問し、医

療計画に基づく病床数と比較した。また、外来医療については、指定医療機関数と、

現在外来治療を行なつている医療機関数を質問した。診療を行なつている医療機関数
が少なければ、指定医療機関であっても結核についての情報のアップデニ トはおろそ
かになると危惧される。

1.2.予防指針「第二医療の提供、ァ、基本的考え方、5合併症を有する患者」につい

て

予防指針では、合併症を有する患者に対して結核の発病有無を積極的に検査し、か

つ、入院する者に対しては院内感染防止策を講じなければならない、としている。合

併症を有する者に対して結核検査が適切に行なわれているかどうかについては、判断

が困難であり、今回のアンケー トでは調査ができなかつた。ただし、合併症を有する

結核患者が、合併症と結核の両方を適切に院内感染対策を受けながら治療できる体制

は必要であり、合併症があるものに対する入院医療体制について質問を行なった。 _

1.3.予防指針「第三医療の提供、一、基本的考え方、3適正な医療の周知」について

適正医療のァ例としてt標準医療が行なわれている割合を検討した。また、適正医



療の周知のために行なつていること、特に、診査会の役害1に ついて質問した。

2.予防指針「第三医療の提供、二、服薬確認の位置づけ」について

対面服薬確認を軸とする服薬確認体制の整備は保健所の行なう結核対策の柱であ

り、その最終的な評価はコホT卜分析によつて行なわれる。よつて、まず、コホー ト

分析の実施状況、DOTSの実施状況、対面服薬確認体制の整備状況について質問を行な

った。              |
3.予防指針「第二医療の提供、三、医療提供のための体制」について

医療提供のための体制として院内感染対策が行われているかどうか検討した。院内

感染対策自体は、医療法に規定され、すべての病院ではマニュアルを作成し、対策委

員会を設けることとなっている。自治体においては、院内感染対策がどう行なわれて

いるかどうかについての監査が行なわれているかどうかを検討した。また、その結果

として、院内感染の発生状況を質問した。予防指針では、菌検査精度管理について記

載があるが、精度管理体制については都道府県の管理はほとんど行なわれておらず、

今回の質問に入れなかつた。

集計状況

132自 治体に送付 し、105自 治体より返答があった。都道府県は 47都道府県中 36都

道府県よ り返答があり、その他の自治体は 85自 治体中 69自 治体より返答があつた。

47都道府県中都道府県および都道府県内の全自治体から返答があつたのは 34でその

占める人口は 12751万人の日本人口のうち 6716万 人で 53%あ った。

結果

1.入院医療

都道府県の入院医療機関数が 1と なつている都道府県は 34都道府県中 3箇所であ

つた (表 1)。

年開発生とまつ陽性患者あた り病床数は、34都道府県の平均は 1.018で あった (表

2)。 この数が少ないということは、少ない病床で運営 していることとなる。結核患者

一人当た りの入院期間が 2ヶ月で常に病床が埋まっているとすると、病床数/年間発

生患者=2/12=0.17と なる。常に病床が埋まつていたらあらたな患者が発生してもすぐ

に入院させることができないので、ある程度の空床は必要であるが、病床数/患者数

がおおいということは、病床が多いということを意味する。

34都道府県の人口10万 あたり病床数の平均は、7で あったし1(表 3)

結核病床を有する自治体の結核病床の利用率の分布は(表 4)の とおりで、0.2-0.4

と0.4-0.6がそれぞれ 1/3を しめており、病床利用率はかなり低い。

実際に利用されている病床数は、公式の病床数と異なる。34都道府県の結核病床数

総数は4457床 であるが、利用できる病床数は3344床 と少なくなつている。病床あた

りの患者数は、(表 5)の とおりとなった。

実際に利用されている病床数の人口10万 あたり数は、5であつた。

基準病床数と利用されうる病床数を比較すると、利用されうる病床が少ないところ

が 16都道府県、多いところが 34都道府県であつた(表 6)。

2



院内 DOTSを結核病床を持つ全病院で行なっているところが、34都道府県中21都道

府県で、残りの 13県では院内 DO丁Sを していない医療機関があつた。     |
結核病棟以外に入院した結核患者のある自治体は、101自 治体中41自 治体で、合計

267人 いた。結核病床以外に入院した患者数を塗抹陽性患者総数で除した比は、3.3%

であつた (表 7)。 267人のうちt感染症病床 70人、モデル病床 64人、その他の病床

60人であった(73人は不明と推定される)。 その理由として、自治体ごとの返答は表

のとおりで (表の数字はそれぞれを理由とする症例があった自治体数であり、患者数

とは一致 しない)t合併症、重症のためと返答した自治体が多いが、結核病床満床を

理由とする自治体もあった。

都道府県に全自治体から返答のあうた 34自 治体の感染症病床数tモデル病床数は

表のとおりであるが、モデル病床は34自 治体中 13自治体でおかれておらず、おかれ

ている都道府県の多くで 1-9床 であった。モデル病床を持つ自治体(都道府県の一部

の自治体から返答のあつた地域を含む)42自治体のうち 21自 治体で使用実績が無か

つたが(その理由として、理由を挙げたところでは、対象症例無との返答が多かつた

が、呼吸器内科医等スタッフの問題で受け入れられていないとの返答をした自治体が

21箇所中 5箇所見られた。

結核患者のうち県外で治療する者の割合については、都道府県内全自治体より回答

のあつた 32都道府県のうち (表 10)の とおりで 0%か ら30%台に分布していた。割合の

高いところは、埼玉、奈良、岐阜など大都市近郊住宅地を持つ地域で多かつた。これ

らの県および受け入れている都府県では、流出入を考慮した対応が必要と考えられた8

回答自治体から得られた、他の都府県で治療している理由については表のとおりでt

県境居住など本人家族理由が多かったが、合併症対応 (精神科、力ヽ児を含む)や耐性結
‐

核など医療上の理由、満床、行旅患者が多く入院する病院が県外でその病院への流出

などの社会的理由も見られた。結核減少とともに医学的な困難症例への対応を各県で

完結するのは今後更に困難となるかもしれない。また、満床理由は、千葉県内、東京

都内、神奈川県内、福岡県内の自治体で見られていた。

2.合併症医療

合併症医療が可能な医療機関が無い都道府県数は、妊娠では 11、 透析では 7、 精神

科入院は 11、 徘徊認知症は 11、 大腿骨頚部骨折手術は 5、 脳出血/SAH手術は 9、 脳梗

塞は9、 PCIは 8で あった(表 11):常 に近県の医療機関を用いることを了解 している(送

り手側も受け入れ側も)場合も有るので、医療機関が無いと返答した都道府県が常に

困つているわけではないが、これらの合併症治療を要する場合は、現在でも都道府県

内では完結しないものとなっており、近県との連携、一般病床における陰圧室完備に

よる受け入れ態勢の整備、いずれかを進める必要があろう。精神科では、受け入れ可

能と返答 した 28都道府県中モデル病床で可能となっているところが 11箇所あり、精

神科モデル病床の活用が進んでいることが伺われた6

3.外来治療



指定医療機関の分布は500-999箇所の都道府県が多いが、患者を実際に見ている医

療機関数は20-49箇所が多かった。返答数では 500以上の医療機関と返答したところ

が 5箇所あるがいずれも年間患者数 500以下の都道府県であつた (表 12)。 それを除い

て判断すると結核患者を診ている医療機関数は少数であると思われ、その中には、指

定医療機関の中には、病院や呼吸器内科専門医の診療所など結核患者数の多い医療機

関と、かかりつけ等で発生時に対応する結核患者数の少ない医療機関、とがあると思

われる。

4.標準医療の周知

標準治療が行なわれている割合は、都道府県では (表 13)の分布でいずれも50%以上

であったが、70%未満の県も見られた。都道府県以外の自治体 (政令指定都市、中核市、

保健所政令市、東京23区 )で、標準治療割合 50%未満めところが6箇所見られた。

標準医療周知のために行なわれていることについては、標準治療割合 50%未満の市

区 6箇所のうち 2箇所は特に挙げておらず、標準治療施行率の中等度の自治体

(60-80%)で 周知のために何か行なっている、としている自治体がやや多い傾向にあっ

た(表 14)。 行なつていることは、、個別指導、パンフレット、手引きの作成、重要事項

や通知の送付、研修、病院との連絡会議 DOTSカ ンファなどでの対応、電話相談 (1箇

所)、 ホームペニジ(1箇所)が挙げられた。

公費負担申請の際に適正な医療が行なゎれているかどうか検討している自治体は

返答 103箇所のうち100箇所でNoと した 3箇所はいずれも、PZA使用割合が 80%以上

の自治体であった (表 15)。

公費負担申請の際に適正な医療が行なわれているかどうか調べるために行なつて

いることは(表 16)の とおりで、診断、治療の妥当性については多くの自治体で公費負

担申請の際に検討されているが、少数チェックしていない自治体も見られた。

5:コ ホニ ト分析

都道府県の結核予防計画においてコホー ト分析結果を目標においている都道府県

は、記載のあった35都道府県のうち 23都道府県のみであうた (表 17)。

その目標は、失敗中断割合を一定以下としているところが 16箇所 (表 18)と 多かつ

た。その他、複数回答したところもあり、治療成功率、コホー ト入力率に目標を置い

ているところが見られた。

2008年の時点で目標を達成している都道府県数は (表 19)(20箇所中 7箇所(11箇

所未達成、1箇所は発生動向調査形式が変わったため発生動向調査からはわからない、
1箇所は複数目標のうち達成と未達成があり)で あつた。 ｀

情報のある自治体における治癒率、治療中断率、治療失敗率は(表 20)の とおりで、
中断割合が 5%以上のところが 93自治体中 20自 治体みられた。
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6  DOttS                         い

DO丁ぎを実施した患者中、タイプ Aの割合は 8%、 タイプ Bの割合は 24%、 ダイプ C

の割合は 67%で あったが、タイプ Aが 40%台 という高い割合を示す自治体も見られる
一方、半数弱に当たる47自治体ではタイプAは 5%以下であつた (表 21)。    ヽ

保健所のスタッフの関与 (直接確認以外の確認方法を含む)状況を検討した。

タイプAの うち、保健所スタッフの関与を毎日(週 5回 以上)受けている患者は52%、

週単位 (週 1-4回 )以上は 69%、 月単位 (月 1-3回 )以上は 84%、 何らかの保健所ス

タッフ関与有は 86%であった。つまリタイプAで は毎日関与を受けている患者が多か

つた。また、72自 治体中 19自治体ではタイプAはほとんど(90%以上)の患者で毎日服

薬関与を受けていたが、26自治体では毎日服薬関与を受けていた患者がいなかつた。

(表 22)    .
タイプBの うち、毎日関与 (週 5回以上)を受けている患者は 9%、 週単位 (週 1-4

回)以上は 43%、 月単位 (月 1-3回 )以上は 83%、 何らかの保健所スタッフ関与有は

91%で あった。つまり`タイプBでは、週単位または月単位で 1-4回 関与を受けている

患者が多かつた。また、92自 治体中58自 治体ではタイプBはほとんど(90%以上)の患

者で月単位以上関与を受けていた。(表 23)

タイプCの うち、毎日関与 (週 5回以上)を受けている患者は 0%、 週単位 (週 1-4

回)以上は 1%、 月単位 (月 1-3回 )以上は 72%t何 らかの保健所スタッフ関与有は 90%

であつた。うまリタイプ 0では、月単位で 1-3回 確認を受けている患者が多かつた。

また193自 治体中33自 治体でのみ、タイプCの うちほとんど(90%以上)の患者で月単

位の保健所スタッフ関与を受けていた。(表 24)

保健所スタッフ以外も含む対面服薬確認状況を検討した。

タイプ Aの うち、対面服薬確認を毎日 (週 5回以上)を受けている患者は 54%、 週

単位 (週 1-4回 )以上は 67%、 月単位 (月 1-3回 )以上は 75%t何 らかの対面服薬確

認有は 75%で あった。つまリタイプAで は毎日服薬確認を受けている患者が多かつた

が、対面服薬確認を受けてし`ない者も 1/4程度いた。また、62自 治体中 14自 治体で

はタイプAはほとんど(90%以 上)の患者で毎日服薬確1認 を受けていたが、20自治体で

は毎日服薬確認を行なつている患者はいなかった。 (表 25)

タイプ Bの うち、対面服薬確認を毎日 (週 5回以上)を受けている患者は 11%、 週

単位 (週 1-4回 )以上は 39%、 月単位 (月 1-3回 )以上は 67%、 何らかの対面服薬確

認有は 71%で あった。つまリタイプBでは週単位または月単位で服薬確認関与を受け

ている患者が多く、医療従事者以外でも関与者の入った毎日の服薬確認は 11%に すぎ

なかった。78自 治体中8自治体ではタイプBのほとんど(90%以上)の患者で週 1回以

上服薬確認を受けていた(表 26)

タイプCの うち、対面服薬確認を毎日 (週 5回以上)を受けている患者は 2%、 週単

位 (週 1-4回 )以上は 4%、 月単位 (月 1-3回 )以上は 29%、 何らかの対面服薬確認有

は 38%で あった。つまリタイプ Cでは服薬確認を受けていない患者が多からた。 (表

27)6

保健所で DOttSを行なつている割合は保健所のうち 73%、 また薬局DOTSを 導入して
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いる保健所の割合は 22%で あった (表 28)。 そのほか、患者宅、病院、施設、訪問看護

ステーション、勤務先、学校t市の保健センターなどの場所で DO丁 が行なわれていた :

保健所で DOTSを 行なう人員の雇用形態はt常勤のみt非常勤や委託のみ、両者とも,

に分かれた。 (表 29)

保健所 と定期的に会合を行なっている病院の数のt自 治体ごとの分布は表 30の と

おりで、3県、19市 区では病院との定期的な会合を持うていないと返答があつた。8,9

箇所と返答 したのは、それぞれ、大阪市と沖縄県であつた。    .

7.研究

自治体で結核に関する研究をしているところは、返答 した自治体 103箇所中 23箇

所 (表 31)でその内容は表 32の とおりである6複数回答があるので 23を こえるが、服

薬支援、病院保健所運携を含めた DOTSにういての研究が多くあつた。:

保健所で結核に関する研究をしている保健所は、返答 した自治体 99自治体中 36箇

所 (表 33)でその内容は表 34の とおりで、DO丁Sお よび集団感染、施設内感染対策につ

いての研究が多く行なわれていた。

8.研修

医療福祉従事者に結核研修を行なつている自治体は返答のあうた 102箇所中 69箇

所と多く(表 35)tその研修評価方法は表 36の ようにtア ンケー トが多いが、立ち入

り調査などの際に実地で状況を視察などの返答もあった。          :

9.院内感染対策

自治体か ら医療機関への医療監視の際に結核に関する院内感染対策について尋ね

ているところは、99自 治体中 82自 治体 (表 37)と 多く、うち、感染対策委員会感染対

策チームにおける結核責任者の有無を確認 しているところは返答のあつた 83自 治体

中 (結核に関する院内感染対策について尋ねているかの質問に対しては無と返答だが、

責任者など各項目について有と返答している自治体が 1か所あつた)46自治体、感染

対策マニュアルにおける結核の記載の有無を確認しているところは返答のあった 83

自治体中 76自 治体、入院患者における結核早期診断の仕組みの有無を確認している

ところは返答のあつた83自 治体中48自治体、結核患者発生時の保健所べの連絡体制

の有無を確認しているところは返答のあった83自 治体中71自 治体であつた。(表 38):

10.院内集団感染

院内集団感染の頻度|よ、2008年返答のあつた 105自 治体中ありが 7自 治体、2009

年は返答のあった 106自 治体中ありが3自 治体で、院内集団感染事例のあつた自治体

の発生件数は 1件であつたが (表 39)、 10名 以上の院内集団感染者を出した事例が、

2008年 4件、2009年 2件 (表 40)見 られた。院内集団感染の発病者の分布は 5例以上

が 2008年 2件、2009年 1件です (表 41)。 集団では無い院内感染発病者の分布は返答



のあつた 101自 治体のうち 2008年 は 46自 治体、2009年は 52自 治体で院内感染の報

告があり(表 42)、集団では無い院内感染者の数の報告のあつた 102自治体のうち2008

年は 15自 治体、2009年は 24自 治体で発病者があつた。 (表 43)。

施設、学校への施設内感染対策の情報提供を行なうているところは返答のあつた

104自 治体のうち 88自 治体で、老人施設が多く、ういで学校教育委員会 (表 44)で あ

り、その情報提供方法は、研修が多く、資料配付、発症時の対応などであ.つ た (表 45)。

11.小児結核

小児結核の診断治療を行なっている医療機関数は、返答のあつた都道府県において、

表 46の とおりで (県からは 0と 回答だが、県内の中核市か ら 1と 回答のあつたところ

は 1と した)、 医療機関数 0と いう県が 3箇所見られた。

小児結核診断治療の問題については、90自 治体か ら返答があり75自 治体で問題あ

りとしており、その問題は表 47の とおりで、専門家の不在、過少をあげたところが

多かつた。これは、小児結核が少ないためその専門家がいないことを反映 しており、

患者のアクセスを維持するためには、広域の患者相談、および患者に移動を強いるこ

とになる患者紹介のネットワークを構築する必要がある。    |
小児結核感染診断の問題があると返答 した自治体は 88自 治体中 65自 治体で、その

問題は、表 48の とおり、小児の診断の技術的な困難さを挙げているところが多く、

そのほか小児結核診断治療と同じく医療機関や専門家の過少、保護者との対応などを

挙げたところが見られた。     |

議論

1.入院医療体制について

予防指針第三医療の提供、一、基本的考え方、では、適正な医療を提供する、とし

ているが、結核病床数そのものは十分にあり病床利用率は低さが目立つ。一方、地域

によっては満床理由で他県にいった例が出ている自治体もある。患者数は変動するも

のなので、ある程度の空床は不可欠であるが、病床計画は利用状況を見ながら検討す

る必要がある。

予防指針第三医療の提供、一、基本的考え方、では、合併症を有する患者への対応

について記載している。合併症そのものは数少ないこともあり、各県単位では病床が

無いところもある。また、結核病床のみでは対応していないが、モデル病床などで対

応可能となっている場合もある。合併症を持つ患者に対応できる総合病院におけるモ

デル病床の拡大、広域での患者の対応システムの構築が必要である。

2.治療の標準化と服薬確認

予防指針第二医療の提供、二、結核の治療を行なう上での服薬確認の位置付け、で

は、服薬確認体制の確立と、保健所 “病院・薬局等の連携をあげている。34自治体の

うち1/3程度ではまだ院内DOTSを行なっていない医療機関を自治体内に有しており、

これらの医療機関との連携体制の確立が必要であるしまた、薬局 DOTSを行なつてい

る自治体、行なもていな千い自治体いずれも見られており、また外来治療に向けての保



健所 と病院との連絡会議についても、まだ行なっていない自治体もあり、外来 DOTS

の必要性に応 じて薬局 DO丁S、 病院との連絡会議を拡大させる方向で検討が必要である。

予防指針第二医療の提供、二、結核の治療を行なう上での服薬確認の位置付け、で

は、月風薬支援体制の構築をうたつているがtタ イプ ABCのそれぞれにおける、DO丁 担

当職員の直接の (電話など含む)服薬確認の頻度別の患者割合、施設職員なども含めた

対面月反薬確認の頻度別の患者割合、ともに、自治体による違いは大きく、その地域の

タイプABC別治療中断割合などからその地域に応じた体制を作つていくことが必要で

ある。

タイプA,B,Cは それぞれ、、毎日、毎週、毎月服薬確認を受けるべきと当初判断され

たが、実施段階では異なった扱いとなつた例が多いところも見られた。最終的な治療

成績から治療中断や再発、耐性化が少ないならばタイプ分類方法の再検討も必要なの

かもしれないし、これらの問題が無視し得ない場合は、実施体制の強化が必要であろ

う。                '

3.地方公共団体における研究開発の推進

予防指針第四研究開発の推進、三、地方公共団体における研究開発の推進、では、

地方公共団体の研究と情報発信を謳つているが、保健所単位で研究を行つているとこ

ろが多いが、業務に直結する DO丁 S、 集団感染t院内感染対策などをテニマとしたもの

が多く見られ、学会で幅広く報告されている。今後も推奨していくことが必要である。

4.院内施設内感染の防止

予防指針第八施設内(院内)感染の防止等、一、施設内 (院内)感染の防止では、一般

医療機関における院内感染対策の推進を謳つている。その頻度は、院内感染を経験し

ている自治体がt経験していない自治体数とほぼ同じであり、稀な事象ではない。医

療機関立ち入りなどの機会に、結核院内感染対策について検討しているところは多い

が、行なつていないところもあり、今後結核院内感染対策は、医療監視などでも積極

的に行なうべきであろう。

「予防指針第八施設内 (院内)感染の防止等、一、施設内 (院内)感染の防止では、施設

における施設内感染の予防の情報提供を謳つており、老人施設では多く行なわれてい

るが、学校などへの情報提供を広げる必要がある。

5.小児結核対策

予防指針第八施設内(院内)感染の防止等、二、小児結核対策では、個別的対応の必

要性を強調している6小児結核は稀となつており、それゆえ、専門家の数が少ない、

ことを問題と考えている自治体が多いが、数が少ないため多数の医師が診ていると経

験数も少なくなり、専門家は逆に存在しなくなうてしまう。広域の地域連携が必要で

ある。一方、接触者健診については、技術的に接触者健診の方法が確立していないこ

とを問題視する自治体が多く、小児の結核病学はまだ課題が大きい。この分野の更な

る研究が必要である。



自治体アンケー ト結果

表 1.自治体当た りの入院医療機関数の分布 (都道府県単位 )

医療機関数 自治体数

3

2 3

3 4

4 5

5 7

6 4

7

8 3

9

10以 上 3

合 計 34

表 2.年間塗抹陽性患者登録数当たり結核病床

病床数/患者数 自治体数

01251"災「F 0

0.25■ 0:5 2

01570:175 5

0:75-1 10

1■2 13

2以上 4

平均 :    1.02

表3.人口 10万あたり結核病床数

各 自治体の平均値 ■1  7床

表 4.病 床利用率の分布

病床利用‐率 : 自治体数

Q‐2以下 10

0.‐ 2二〇14 21

0.4■0.6 22

016二0:8 8

0:8■ 1 3

病床数/患者数 自治体数

0'25以下 0

0:25■015 8

015■01175 6

,表 5.年間塗抹陽性患者登録数あたり、実際に利用されている結核病床数



017511

|■2 8

2以上

平均 :    0.77

表 6-1.人 口 10万人あたりの結核病床数

病床数/人口 101万人 自治体数‐

0.7.以下 7

0117二110 9

110,1:4

1.4以上 7

表 6=2,.基準病床数のうち、利用されている結核病床

患者数/基準病床数 自治体数

0:251以下 0

0125■0.5 6

0:5二 01‐75 7

0175二 1 12

1■2 9

2以上 0

表6-3.院 内 D O ttS実施率 (都道府県単位 )

1000/0 21

75■ 100% 4

75%未満 9

表7.結核病床以外に入院 している結核患者の割合

結核病床以外の害1

111‐ 合|‐ ■ |

自治体数

0% 60

0,50/0. 26

51100/0 10

10%以上 5

平均 :    3.31%

結核病床以外に

1入院する理由 |

自治体数

重症 19

うち t人工呼吸 4

合併症 25

う|ちt透析 3

うち
=精

神 8

うちt妊娠 1

夕■ミナル 2

満床 2

矯正施設 1

管内にモデル病

床しか無い場合

¬

10



表 8.感染症病床数 (都道府県単位 )

感染症病床数 自治体数

|二9 0

10119 8

20・29 12
ｎ
υ

つ
０」

（
υ

９
０ 5

40以上 9

表 9.モ デル病床数

モデル病床

数■| ■|

自治体数 ‐

(都道府県単位 )

0 13

1■4 10

5-9 4

1‐ 0■ 14 5

15以上 2

表 10.県 外で治療 している者の割合

モデル病床があつて―も用

|い られていない理由|

自治体数

スタラフ 不足 5

合併症への対応が困難

■般患者が使用tている
ため|  ‐ ■ |'

対象症例が無い 8

県外治療者の割合 ■ 自治体数|‐

(都道府県単位)

0% 6

0‐50/0 12

5二 100/0 6

10=200/0 4

20%以上 4

県外治療の理由 自治体数

本人理由

他県の方が近い 30

実家がある 6

家族の希望 7

老人ホ■ムが他県 1

その他 9

合併症対応

精神科対応 3

小児対応病床 1

透析 1

合併症全般 6

薬剤耐性結核 2

満 床 7

休 日他県で対応 1

行旅患者 1

刑務所 1

県外で診断された 4

病院を紹介された 5



表 11.合 併症を有する者の治療 (都道府県単位 )

医療機関

のある県

医療機関

のない県

医療機関の|あ

る県のうちtl

結核病床以外

を利用 ■|■

(左記の病床の内訳t

複数回答あり)● ■|

妊 娠 27 3 感染症 ltモデル 2

透 析 32 7 3 感染症 1、 モデル 2、

モデル以外の―般 1

精神科入院 28 12 感染症 1、 モデル 1

モデル以外の精神 1

不明 1

つトイ回言忍知コ主 25 4 感染症 2、 モデル 1、

不明 1

大腿骨頸部骨折

手術 ■ |■  ‐
35 5 5 感染症 3、 モデル 3、

不明 1      ‐

脳出血/SAH手術 29 9 5 感染症3、 モデル2

脳梗塞 29 9 6 感染症 3、 モデル 4
PCI 29 8 5 感染症 3、 モデル 3、

モデル以外の一般 1

表 12.指定医療機関数の分布と患者の治療を行つている機関数の分布 (都道府県単位 )′

指定医療機関数 自治体数

100■499 6

500■999 13

1000-1499 6

1500■ 1999 4

200012999 5

3000■3999

40001厖災」L

表 13.標準治療の割合 (都道府県単位)

割 合 自治体数

50■600/0 4

60-700/0 5

70■800/O 12

80二900/0 7

90%以上 6

表 14.周 知のために何を行つているか

治療を行つて―いる機関数 自治体数

10二 19

‐20二49

50‐99 9

100‐ 149 7

150■499 2

5001蛯丈」L 5

標準治療を行うてし―ヽ|る割合 自治体数 周知を行うて
いる自‐治体数

主な周知方法

50%未満 6 4 個別指導

12



50■60% 4 3 パ ンフ L/ッ ト

重要事項の連絡

研修

医療機関との会議

60■700/0 10

70180% 25 24

80二900/0 33 26

90%以上 15 13

表15.公費負担申請で適正な医療が行われているかどうかを確認しているか
YES 100
N0 3

表 16.適 正医療についての公費負担申請の際の確認について

確認方法 確認実施割
△  :

| ロ

回答のあう

た自治体数

実施していな

い自治体数 ‐

① 培養陽性だが薬剤感受性
|1検査を実施していない医

|‐ 1療機関を確認|■ .1 ■

95% 94 5

②l薬剤感受性検査結果め把
|1握まで1‐ 治療開始から13
1‐ |ケ 月を超える|ケ■スを確
|‐ 認:■ |  :■ |■

80% 96 19

耐性だが、1維持治療
INH/RFPのケ■スを

卜

間
・認

ＩＮ

期
一確

③

・■
一

97% 96 3

④ ③の事例以外にt有効な

| 
‐薬1剤 |での治療が 11ケ月

■ を超えるケ■スを確認
‐

97% 96 3

《その他、行つていることとして回答のあった事例》
口画像所見
口培養実施の有無         ｀

口同定の有無
・膀眺がん BCG治療例の同定
・診断根拠
ヨ再治療例、前回治療感受性検査
・治療中排菌状況

・治療中排菌持続例の感受性検査
口使用薬剤の妥当性
・合併症を考慮 した治療か否か
口申請以外の薬剤の使用の有無
口薬の使用期間
・維持治療期間の薬 3剤以上の使用の有無
・標準治療以外の治療の根拠
口PZA非使用例の根拠
・PZA2ヶ 月以上の使用理由

13



YES 23

N0 12

表 17.コ ホニ ト分析結果を目標においているか (都道府県単位 )

表 18.コ ホー ト分析結果を目標においている場合の目標 (都道府県単位)(複数回答

あり)

失敗中断割合 50/0以下 13

失敗中断割合 30/0以 下

失敗中断割合 0% 2

治療成功率 900/o以上 2

治療成功率 850/0以上

治療成功率 800/o以上 3

治療成功率 500/0以上

その他 8%以下

コホ■卜情報不明 00/o

コホす 卜情報不明‐10%以下 2

表 19.コ ホー ト分析結果における目標達成の有無 (都道府県単位)

達成 7

未達成 13

表 2o-1.1治 癒割合 ごとの自治体数

表20-2.中 断失敗割合ごとの自治体数

治癒割合 塗抹陽性 そ―の他の菌結核

85%以上 17 10

80-850/0 4 4

70■800/0 4 3

60■ 700/0 13 9

50■600/0 19 21

40■500/0 17 12

30■400/0 14 6

207300/0, 3 2

10=200/0 2 2

合計 93 69

失敗割合 中断割合

塗抹陽性 その他の菌結

■|・ 核■|.:‐

塗抹陽性 その他の菌結

■ 1核 11■ |

0% 56 51 35 19

.Ot,1■ 50/0 29 14 38

14



5■100/0 7 1 14 12

10二 150/c 0 1 3 12

15‐200/0 0 1 2 7

20%以上 1 8

表 21.総 患者数のうち、自治体別 DOTSタ ィプ (A,B,C)人 数の割合の分布

タイプA タイープB タイー|プ C

90■ 1000/0 0 2 14

80■90% 0 0 22

70■ 800/0 0 2 23

60■700/0 0 2 20

50■600/0 0 3 9

40■500/。 1 4 7

30■400/0 2 14 2

20-300/。 8 23 2

10■ 200/0 25 29 1

5■10% 21 14 1

5%未満 47 3

自:治体総数 104 104 104

患者総数中の割合 80/0 240/0 670/0

表22.タ イプAについて 自治体ごどのそれぞれの確認回数を満たしている患者割合
の分布<保健所、病院、薬局、訪間看護スタッフの関与がある場合>

毎 日確認

(週 5回
以上 )

週単位確認
.(週 1-41回

以上).

月単位
‐

(月 1,3回

以上)●

確認有 確認無

90■ 1000/0 19 29 50 54 4

80■90% 4 6 3 4 1

70■800/0 3 3 4 2 1

60■700/0 4 4 2 3 0

50■ 600/0 4 8 2 3 2

40■500/0 3 2 1 0 2

30二400/0 4 2 2 1 3

20■300/0 3 3 0 0

10二200/0 3 0 1 1 4

100/o未満 0 0 0 0 3

0% 26 16 8 5 52

自治体総数 73 73 73 73 73

患者総数中の割合 52% 690/0 84% 860/0

15



表23.タ イプBについて 自治体ごとのそれぞれの確認回数を満たしている患者割合

の分布<保健所、病院t薬局、訪間看護スタッフの関与がある場合>
毎日確認

|(週 5回
1以上)|

週単位確認

|(週1114回

1以上 )●

月単位 |‐

‐

(月 1■3回

1以上)●

月11回

1未満‐|
確認無

90■ 1000/0 1 10 58 73 8

80190% 2 4 9 6 0

70・800/0 1 4 3 1

、60■700/0 1 4 6 0

501600/0 3 7 0

40■500/0 3 7 1 0

30■400/0 3 6 1 0

120=300/0 8 16 2 1 2

10=2096 9 2 0 5

100/o未満 10 3 0 1 15

0% 49 22 9 8 59

自治体総数 92 92 92 92 92

患者総数中の割合 90/0 430/0 830/0 91%

表 24_タ イプ Cについて 自治体ごとのそれぞれの確認回数を満たしてしヽる患者割合

の分布<保健所、病院、薬局、訪間看護スタッフの関与がある場合>
毎日確認

(週 5回
i以

上)|

週単位確認

::(週 1■4回
1以上 )●|

月単位 |

(月 113回 :

‐
以上)●

月 1回

未満‐

確認無

90■ 1000/0 0 33 63 10

80190% 0 0 8 0

70二800/0 0 0 6 1 0

60=700/o 0 0 3 3 0

50T60% 0 0 5 2

40二500/0 0 0 7 2 5

30二400/0 0 0 .7 0 3

20■300/0 0 0 4 0 1

10■ 200/0 3 3 5 0 8

10%未満 3 3 2 0 18

0% 87 86 14 46

自治体総数 93 93 93 93 93

患者総数中の割合 00/0 1% 72% 900/0
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表 25.タ イプ Aについて 自治体ごとのそれぞれの対面服薬確認回数を満たしている
患者割合の分布 <保健所、病院、薬局、訪間看護スタッフ以外の確認者 も含む場合>

毎 日確認

(週 5回
以上 )

週単位確認

(週 11■4回
1以上〉■‐

1月 単位 |

(月 1131回

1以上)111

月■回 ‐

未満■

確認無

90二:1000/0 14 21 32 33 8

80■90% 4 5 2 2 2

701800/0 3 2 3 4 2

601700/0 6 7 4 4 2

50■600/0 6 6 5 4 3

401500/0 4 2 1

30二400/0 2 1 1 4

20■ 30:0/0 0 1 2 2 4

101200/0 3 4 2 2 2

110%未満 0 0 0 O

00/0 20 13 10 9 33

自治体総数 62 62 62 62 62

患者総数1中 の割合 549る 670/0 750/0 750/0

表26.タ イプ Bについて 自治体ごとのそれぞれの対面服薬確認回数を満たしてしヽる

患者割合の分布 <保健所、病院、薬局、訪間看護スタッフ以外の確認者 も含む場合>
毎 日確認

(週 5回

以上)|

週単位確認

(週 114回

以上 ).■

|1月 単位 ■

(月 1■3回

以上 )|:|

月 1回

未満‐‐

確認無

90二 1000/0 2 8 26 32 17

80■90% 2 3 5 3 5

70-800/0 2 5 3 2 1

60二 700/0 1 2 8 8 4

50-600/0 4 5 4 4 5

40-500/0 3 5 1 2 1

30T400/0 8 8 6 4 7

20二300/0 2 8 1
■
１ 3

10=200/0 10 8 7 6 3

10°/6未満 7 4 1 6

00/0 37 22 16 15 26

自治体総数 78 78 78 78 78

患者総数中の割合 11% 390/0 670/0 71%
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表27.タ イプ Cについて 自治体ごとのそれぞれの対面月風薬確認回数を満たしている
患者割合の分布<保健所、病院、薬局t訪間看護スタッフ以外の確認者も含む場合>

毎 日確認

(週 1回
‐
以上)|

週単位確認

|(週 114回

■以上〉|■

1月 単1位

(月 11131回
:以上 ).■

‐

月 1‐ 回

1未満

確認無

9011000/0 1 3 7 15 25

80■90% 0 0 2 4

70■800/0 0 0 3 5 4

60■700/O 0 0 5 4

50,600/0 1 1 4 7 2

40■500/0 0 0 5 2 7

30.400/0 1 4 4

20■300/0 1 4 4 5

10T200/0 6 6 13 4

100/o未満 17 1'8 8 6 2

0% 52 49 24 20 14

自治体総数 79 79 79 79 79

患者総数中の害1合 2% 4% 290/0 380/0

表28.自 治体ごとのそれぞれの DOTS実施保健所の割合の分布

保
‐
健所 DO丁 S‐ を実施 薬局IDO丁Sを実施

1000/0 62‐ 10

80,100% 0 1

60,800/0 2 0

40■600/0 3 0

20■400/0 5

1■20% 4 4

00/0 29 89

自治体総数 105 105

保健所の割合 730/0 22%

表29.保 健所で DO丁Sを行う場合の人員の雇用形態

常勤のみ 43

非常勤委託のみ 15

常勤+非常勤委託 22

表30:保 健所と定期的会合をしている病院数

病院数 自治体数

1 44

21 16

3 13

18



4 5,

5 3

6 0
７
′ 0

8 1

9 1

表 31.自 治体で結核に関する研究を行つているか

行うている 23

行 つていない 80

表 32.結 核に関する研究の内容 (複数回答あり)

DOttS関係
・地域 DOttS事業の推進についてt飯場 (住所不定者)における結核対策等
・院内 DO丁Sの実施状況に関する聞き取 り調査
口区保健所における結核対策―DOTS事業の推進と成果
口市における DOTS事業の取 り組み
口DOTS支 援状況       ‐

口県 DOTS事業の現状と課題について ‐

DOTSの うち、特に服薬支援について
・区保健所におけるリスクアセスメン ト票を用いた服薬支援

“結核患者に対する服薬支援アンケー ト実施
・高齢化が進む地域の結核患者支援
・M保健所における結核患者支援の評価

保健所と病院連携
・結核患者服薬支援の構築に向けた保健所と病院の連携

コホ∵ 卜分析

・コホT卜検討会を実施 した結果を基に、市:の結核対策の課題について研究
ハイ リスク者

“地域 DO丁S事業の推進について二飯場 (住所不定者)における結核対策
口市におけるホーム レス ロ外国人結核患者について  |

集団感染関係
口公共機関における結核集団感染について
・OFT検査陰性者から複数の発病者が発生 した集団感染事例について
口学習塾における集団感染事例について    |
・ホーム レスにおける結核集団感染についてtコールセンターにおける結核集

団感染について

接触者健診関係
口接触者健診の検討  ,
日乳児の QFTの 実施と結果について

分子疫学関係

・区内の全結核患者に対する IS611 0RFLP分 析の実施と評価一接触者健診への応

用と可能性に
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ついて
ご結核研究所tI病院 と協力の上、 I病院で行 う結核患者の RFLP検査を実施

難 しい例について
日小児結核検討会

"県の肺外結核のまとめ

再発について
日高齢結核患者割合の高い地域における結核再発の現状について
口DO丁S支援後の再発事例

・県再治療患者の状況について

院内感染対策

・医療機関・施設における感染予防の実施状況と結核二次感染の関連について

検討

BCG関係

・市町村 BCG接種実施状況調査
・コッホ現象疑い事例対応状況調査

その他分類困難
口結核対策実務者ワーキング会議 (A県 における結核対策についてt保健所担

当を交え検討 )

・アジア木都市結核対策共同調査研究
・30～ 59歳の新登録患者の状況
口過疎地域における結核患者の結核への思い

表 33.保 健所 レベルで結核に関する研究を行つているか

行 うている 36

行 つて いない 63

表 34.保 健所における結核に関する研究の内容 (複数回答あり)

DO丁S関係

‐ 口過去 5年間の DO丁Sの状況
・丁保健所での DO丁Sの取 り組み (丁 病院保健所連携会議での報告 )

・薬局 DO丁Sア ンケー ト

DO丁Sの うち、特に服薬支援について
・結核服薬支援アセスメン ト項目と治療成績の関連性の分析
口Y保健所における結核の服薬支援について
口服薬手帳活用の評価
・県保健所における結核患者支援の評価
口高齢結核患者の支援に関する現状と課題

医療機関と保健所の連携
・医療と保健所の連携による結核患者服薬支援事業の展開

コホー ト分析

・コホー ト検討会を実施 した結果を基に、市の結核対策の課題について研究

患者管理

'一覧表を用いた保健所結核患者管理の展開
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患者実態調査
・退院後訪間未実施患者、退院後施設入所患者の実態調査
口結核治療修了者への意識調査

集団感染

・若者の結核集団感染について (事例検討 )

・公共機関における結核集団感染について

・新聞報道を伴う大規模結核接触者健診べの対応について
日外国人留学生を初発患者とする結核集団感染事例について
口管内で発生 した集団感染事例について

・市における接触者集団検診の現状と課題

「
中国人研修生を初発患者とする結核の集団検診

ロホーム レスにおける結核集団感染についてtコ ールセンターにおける結核集

団感染について .

ハイリスク者
・管内における外国人結核の現状と課題
・海外か らの労働者を雇用 している事業所に対 しく雇入れ字及び定期健診の実

施状況を調査
口結核患者の多い管内刑務所に対 し、聞き取り調査とケース検討を行い、当事

務所における刑

務所結核患者管理体制を整備

症例検討
・ 5年間にわたる結核の感染症例の追求
・母子結核発生事例について

院内施設内感染対策                          |
・高齢者施設における結核感染症予防対策について
日高齢者施設における平常時の結核対策の実践と保健所の支援について
口福祉関係者の知識、予防対策の実態調査、作成 した普及啓発媒体の評価のた

めの調査

・高齢者入所施設に対 し、結核感染管理についての実態調査

・G10号で診断の遅れの患者発生時、①医療機関実態調査実施 (職員健診、外

来患者のトリア

ージ、優先診療、N95の準備等)②マスク着用キャンペーン調査

発見の遅れについて
コ初診から登録までの期間が長い例の実態調査

疫学関係
口管内における若年結核患者の分析からの考察
・管内の市町村別 り患率等調査に基づく高蔓延地区の有無についての検討

分子疫学関係

・結核の疫学調査に VNTR分析が有用であつた事例

接触者健診関係
コ接触者健康診断に対する QFT検査の導入について
・結核集団感染事例に対 して QFT検査を導入し、ツベルクリン反応検査のみに

よる判定と比較

した場合の有用性を調査
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結核接触者健診の対象者選定について

BCG関係
口BCG針痕数調査 (1歳 6月 時)

・管内市町が行つているBCG接種針痕数の調査
・BCG針痕数調査

業務のコンピュ■ター化関係
口結核関係のデータをデータベース化 し、結核関係業務を効率的に遂行できる

ことに成功 した

その方法とシステム概要について報生                :
ロ   

ー                                   ´

表35:医療、福祉従事者に対して、結核研修事業を行つているか

行つている 69

行つていない 33

表36.結 核研修の評価方法

アンケ■‐ト 40

ヒアリングな:ど 9

立入調査時など実地で 3

疫学情報 2

その
1他

2

表37.自 治体か ら医療機関への医療監視立入検査 (結核院内感染対策調査)実施の有
盤

表 38.立 入検査での確認の有無 (自 治体数 )

表39.院 内集団感染が発生 した自治体の分布

院内集団感染発生数| 2008年 2009111

0 98 103
1 7 3

2以上 0 0

行‐うていない

有 缶
小

感染対策委員会感染対策チ‐ムにおける結核責任者の有無 46 41

感染対策マー

=iア
ルにおける結核の記載の1有無 76

入院患者における結核早期診断の仕組みの有無 48 39

結核患者発生時の保健所への連絡体制の有無 71 16
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表 40.院 内集団感染での感染者数の分布:(自 治体数 )

■件あたりの感染者数 20081準 | 20091年

0 98 103

1■4 2

5二9 1 0

10,14 1

15以上 3

表41.院 内集団感染での発病者数の分布 (自 治体数 )

■件あたりの発病者数 2008‐生F 年ｎ
υ

∩
υ

∩
Ｖ

つ
４

0 98 103

1■4 5 2

5■9 2 1

10■ 14 0 0

15以上 0 ´0

表 42.集 団感染以外での院内感染者での感染者数の分布 (自 治体数 )

‐件あたリーの感染者数 2008年 20091年

0 55 49

1■4 24 27

5■9 13

10,14 3 5

15■ 19 2 4

20‐29 4 3

30以上 2 0

合計 101 10、1

表43.集 団感染以外での院内感染者での発病者数の分布 (自 治体数)

‐件あたりの発病者数 2008年 2009年

0 87 78

1■4 13 22

519

10■14 0 0

15■ 19 0 0

20-29 0 0

30厖共Lヒ

合 計 102 102
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表 44.施 設内感染対策に関する施設等に対する情報提供の有無と情報提供先 (自 治体

数 )

有 88

.老人施設 74

訪間介護 4

障害者施設 2

学校tl教育委員会 42

幼児t児童福祉施設

生1活支援施設 1

企業t事業所 3

鉦
（

16

表 45.施 設等への情報提供方法 (自 治体数 )

研修 65

資料配付 33

ポスタ|■ 11パンフレツト等 7

発病者対応時 15

監 査 5

訪 間 7

学校定期健診の際 6

ホ■ムペ■ジtl E.メ 下ル 5

X線健診の際に 1

表 46.小 児結核乳幼児の結核発病者の診断治療を行つている医療機関数

医療機関数 自治体数

0 3

1 6
０
こ 5

3 4

41` 1

5 2

6■9 3

10以上 9

表 47.,ノ 1ヽ児結核診断治療の問題 (自 治体数 )

24

鉦
小

15

有 75

医療機関がない 5

医療機関が少ない 6

入院医療機関がない 8

経験がない 3

専門医がいない 14



専門医が少ない 30

小児科/結核病床の連携が必要 4

検1査を行える機関が少ない 4

検査が困難 1

同じ医療機関でも医師にょ―り判断が異なる 1

診断医師の質を市が把握していない

医師により適切な治療が行われない

院内処方では薬がない 1

予防内服が必要なケ■スの受人が悪い

診断基準がはうきりしなし`

乳幼児医療証で公費負担申請しない

表 48.小 児結核感染診断の問題 (自 治体数 )

盤
小 23

有 65

技術的難点

感染検査判断が難 しい 28

画像検査できる機関が少ない 4

X線半1断が難 しい 8

判断が難 しい (詳細不明 ) 14

医師により判断が異なる|(定型的な診断基準が
4=い )

4

健診実1施時期の判断が難 しい

健診対象者の選定

感染源/感染経路の判断が難しい

医療機関との対応の難点

健診後対応できる医療機関が少ない 4

専門医が少なし` 4

専門医との連携が困難 1

委託機関が少ない 3

保護者との関係

保護者べの対応 1

|||1採血と内服治療を行 う際の保護者へのフオ甲

■が困難 ■● : ‐ ‐ ‐■ ‐ |  _ ■  |
1

健診日の調整、1保護者の精神面 1

保健所のアクセスが悪い 1

とにかく対応が困難 (詳細不明) 1

25




